
平成２９年度答申第１号 

平成３０年３月１２日  

 

 印西市長 板 倉 正 直  様  

 

  印西市情報公開・個人情報保護審査会   

会 長  伊 藤 義 文  

 

 

   印西市個人情報保護条例第３３条第１項の規定に基づく諮問 

について（答申） 

 

平成２９年１１月２２日付け印西社第９４７号による下記の諮問に

ついて、別紙のとおり答申します。  

 

記  

 

 印西市長が平成２９年５月１８日付け印西子第２１７号で行った個

人情報不開示決定処分に対する審査請求についての諮問  
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別紙 

 

答  申 

 

第１ 審査会の結論 

   印西市長（以下「実施機関」という。）が、「●●●●に係る

相談記録票及び●●●●年●●月の移動経緯に係る書類」につい

て、その存否を明らかにしないで開示請求を拒否した決定は、結

論において妥当であるが、その理由を印西市個人情報保護条例

（平成１２年条例第２５号。以下「条例」という。）第１５条第

２号による開示請求者以外の個人に関する情報に改めるべきであ

る。 

 

第２ 諮問事案の概要 

 １ 個人情報の開示請求  

   審査請求人は、条例第１３条第１項及び第２項の規定に基づき、

平成２９年５月８日付けで実施機関に対し、「●●●●に係る相

談記録票及び●●●●年●●月の移動経緯に係る書類」の個人情

報開示請求（以下「本件開示請求」という。）を行った。  

 ２ 実施機関の決定 

実施機関は、本件開示請求について、開示請求に係る個人情報

が存在しているか否かを答えるだけで条例第１５条第８号に該当

する不開示情報を開示することになるとの理由で、条例第１８条

の規定に基づき個人情報の存否を明らかにしないで拒否し、平成

２９年５月１８日付けで不開示決定（以下「本件処分」とい

う。）を行い、同年６月５日に総合窓口にて個人情報不開示決定

通知書を審査請求人に交付した。 

 ３ 審査請求 

   審査請求人は、本件処分を不服として、行政不服審査法（平成

２６年法律第６８号）第２条の規定に基づき、平成２９年９月４

日付けで実施機関に対し審査請求（以下「本件審査請求」とい

う。）を行った。 

 ４ 諮問 

   実施機関は、条例第３３条第１項の規定に基づき、平成２９年

１１月２２日付けで本件審査請求について、印西市情報公開・個
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人情報保護審査会（以下「審査会」という。）に諮問した。  

 

第３ 審査請求人の主張要旨  

 １ 審査請求の趣旨 

本件審査請求の趣旨は、本件処分を取り消すとの裁決を求める

ものである。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人が審査請求書及び口頭意見陳述で主張している審査

請求の理由は、おおむね次のとおりである。  

(1) ●●●●（以下「長男」という。）及び弟である●●（以下

これらを「長男等」という。）は、●●●●年●●月の印西市

（以下「市」という。）からの移動後、当時の母親（以下「母

親」という。）からのネグレクト等により、小学校等に十分に

通えず、食事もまともに与えられていないことは、証拠書類か

らも明白である。 

また、母親の長男等への虐待は●●●●年以前から恒常的に

行われていたものであることは、親族等では周知の事実である。  

しかしながら、市はこのような事実の確認をすることなく、

母親への支援を行い、その結果として、証拠書類のとおり●●

●●年には、●●●●●●●●●●●●●●●●に長男等が保 

護されるという事態にまで発展した。  

これは、市が行った母親への支援により引き起こされた虐待

で、市が当該虐待を幇助したものであり、市は市が行うべき事

務又は事業の適正な遂行を行っていない。  

よって、不開示の理由として、条例第１５条第８号を根拠と

することはできない。  

(2) 条例第１８条には、「当該開示請求に係る個人情報が存在し

ているか否かを答えるだけで、不開示情報を開示することとな

るときは～」と記されているが、本件はそのような性質のもの

では全くない。 

(3) 平成●●年●月には、子育て支援課の課長及び職員１名が、

長男宅を訪問し、長男及び長男の父（以下「父親」という。）

に謝罪をしていることから、何らかの行政文書が存在すること

は長男が既に知るところである。  

(4) 実施機関が主張する不開示理由は、何の根拠もなく不明確な
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ものであり、本件処分は、行政機関の保有する情報の公開に関

する法律（平成１１年法律第４２号。以下「情報公開法」とい

う。）第５条の規定に違反しており違法である。これにより長

男は、情報公開法で保障された開示請求権を侵害されている。  

(5) 市が行った上記 (1)により、長男が日本国憲法（以下「憲

法」という。）第２５条で保障する健康で文化的な最低限度の

生活を営む権利及び憲法第２６条で保障する教育を受ける権利

を奪われたことは明白であり、今後も市において、健康で文化

的な最低限度の生活を営む権利及び教育を受ける権利が守られ

るのか甚だ疑問である。  

(6) 長男、父親等は、市が行った上記 (1)について深い疑念を抱

いており、長男に至っては、今後も市が同様のことを行うので

はないかと大きな不安を持っている。市が行った同 (1)を明ら

かにしない限り、長男等の今後の生活に支障が出ることは十分

に考えられる。長男等の不安を拭うためにも、市は早急に情報

を開示すべきである。  

(7) 条例などというものより、憲法で保障する権利が優先するこ

とは言うまでもない。  

 

第４ 実施機関の説明要旨  

   実施機関が弁明書、諮問説明書、意見書及び口頭による説明に

おいて主張している内容は、おおむね次のとおりである。  

 １ 本件開示請求の内容である相談事業は、相談機関と相談者との

信頼関係の上に成り立っている。ＤＶ被害者に関する相談も含ま

れるなど事業の性格から相談者自身が強い不安を抱えた中での相

談が多く、その相談記録及び関係書類を開示することは、相談者

の信頼を損ねることとなり、今後相談しようとする者が躊躇する

等、事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある。  

加えて、相談事業は担当課単独でその解決ないし支援を行うこ

とは少なく、関係機関、関係団体等との密接な協力体制が必要と

なる。相談記録及び関係書類を開示することは、関係機関、関係

団体等との信頼関係の構築、維持にとって重大な支障が生じ、事

業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあることから、条例第１

５条第８号に該当する。  

また、存否を明らかにすることは、対象となった者の相談の有
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無を示すことになり、その内容を示さずとも条例第１５条第８号

に定める不開示情報を開示することになることから、条例第１８

条の規定により、本件処分を行ったものである。  

２ 条例第１５条第８号に該当するか否かの判断は、「その内容を

開示することにより、事務又は事業の適正な遂行を妨げるか否

か」を基準として判断するものであり、「その内容となった事務

又は事業が適正なものであったか否か」を基準として判断するも

のではない。 

３ 情報公開法の開示請求権を条例に基づく開示請求権に関連付け

ているが、情報公開法における行政機関には、地方公共団体は含

まれない。なお、条例第１５条は、市が保有する個人情報につい

て開示等の請求の権利を保障しているが、市が保有する個人情報

の中には、自己の情報であっても開示することにより市政の公正

な執行を妨げるおそれのあるものもあり、開示しないことがやむ

を得ないと考えられる場合があるため、例外として開示しない情

報について定めている。本件処分は、条例に基づき不開示決定の

処分をしており、開示請求権を侵害しているものではない。  

４ 実施機関による相談事業の内容は、子どもや家庭内のもめごと

等に関する悩みの相談をはじめ、児童虐待相談、ＤＶ被害者の相

談などである。これらの相談に係る記録や支援等に係る情報の取

扱いについては、相談者の置かれている環境等を踏まえ、本人の

人権を尊重し、その安全の確保及び秘密の保持に十分配慮しなけ

ればならないことは同様の事例からも明らかである（参考）高齢

者虐待防止法活用ハンドブック第２版１８９頁１４行目から２８

行目まで掲載。 

５ 以上述べたとおり、本件処分に何ら違法又は不当な点はない。  

６ なお、審査請求人は他に審査請求の理由として種々言及してい

るが、これらはいずれも本件処分の取消しを求める理由としては、

採用することはできない。  

  

第５ 審査会の判断 

 １ 本件開示請求に係る個人情報の特定  

   本件開示請求は、個人情報開示請求書において、開示を求める

個人情報の範囲を「●●●●に係る相談記録票及び●●●●年●

●月の移動経緯に係る書類」としていたところ、「相談記録票」
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の範囲及び「移動経緯」の内容等が不明確であって、開示対象と

なる個人情報の範囲が上記記載のみをもってしては特定されてい

るとはいえないことから、審査会は、開示対象となる個人情報を

特定するため、印西市情報公開・個人情報保護審査会条例（平成

１６年条例第６号）第６条第４項の規定に基づく調査を実施した。  

   その結果、審査請求人及び実施機関のいずれにおいても、開示

を求める個人情報の範囲は、「●●●●年ころ、審査請求人の母

親が子育て支援課に対して行った相談に関する記録中審査請求人

に係る部分及び審査請求人が同年●●月ころに居所を移転した際

に実施機関が作成した記録中審査請求人に係る部分」とすること

に異議はないものと解されることから、以下、本件審査請求の対

象を上記のとおりとして判断する。  

 ２ 子育て支援課が行う相談業務について  

   子育て支援課は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に

基づく家庭児童相談、児童虐待の防止等に関する法律（平成１２

年法律第８２号）に基づく児童虐待相談、及び配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成１３年法律第３１

号）に基づくＤＶ相談（以下これらを「各相談」という。）を行

っており、それぞれについて相談があった場合には、相談記録票

を作成している。 

３ 本件対象個人情報について  

   上記１のとおり、本件審査請求の対象となっている個人情報は、

「●●●●年ころ、審査請求人の母親が子育て支援課に対して行

った相談に関する記録中審査請求人に係る部分及び審査請求人が

同年●●月ころに居所を移転した際に実施機関が作成した記録中

審査請求人に係る部分」（以下「本件対象個人情報」という。）

である。 

   本件対象個人情報のうち上記前者の情報（以下「相談記録」と

いう。）については、審査請求人の母親が子育て支援課に相談す

ることがあった場合に、当該母親の相談記録票として記録される

ものであって、上記後者の情報（以下「移転経緯情報」とい

う。）については、実施機関が審査請求人の居所移転に関与した

場合、又は居所移転にあたって実施機関が情報の提供を受けた場

合に実施機関において作成されることとなるものである。  

 ４ 相談記録の存否応答拒否該当性について  
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(1) 条例第１８条は、「開示請求に対し、当該開示請求に係る個

人情報が存在しているか否かを答えるだけで、不開示情報を開

示することとなるときは、実施機関は、当該個人情報の存否を

明らかにしないで、当該開示請求を拒否することができる。」

と規定している。 

相談記録について、当該相談をした者以外の第三者が実施機

関に対して開示請求をし、この請求に対して実施機関が個人情

報の不存在ないし不開示（相談内容の一部を不開示とする部分

開示決定を含む。）の決定をした場合、当該相談をした者によ

る相談の内容は明らかとはならないが、実施機関は当該相談に

係る記録の存否、すなわち当該相談をした者が相談をした事実

自体の有無を明らかにすることになる。  

子育て支援課が実施する各相談においては、一般に、相談の

内容だけでなく、相談をした事実そのものについても相談者以

外の者に明らかにしないことを前提にして行われる。これは、

配偶者暴力、児童虐待等（以下これらを「児童虐待等」とい

う。）を行ったものとして当該行為者以外の者が児童虐待等に

関する相談をした場合、当該相談者は、当該行為者が、当該相

談者が相談をした事実を知ることにより、相談の内容が当該行

為者に関するものであることを推知し、当該相談者に対して加

害に及ぶおそれがあること、また、相談内容が深刻な家庭問題

に及ぶことが多く、そうした問題を抱えた家庭であるとの評価

を受ける可能性があることから、相談をした事実自体の秘匿を

求めることが一般であり、さらに、相談者としては、相談をし

た事実そのものが第三者に開示されないとの前提で児童虐待等

に関する相談をすることが一般的であるものと認められること

によるものである。  

そして、本件開示請求において審査請求人の開示請求に係る

相談記録が審査請求人に関するものであるとしても、当該個人

情報は、開示請求の内容から第三者である審査請求人の母親が

相談をしたことを前提とするものであって、これを開示するこ

とは、条例第１５条第２号柱書にいう「開示請求者以外の特定

の個人を識別することができるもの」に該当するものというこ

とができる。 

また、上記２の相談業務について、第三者のした相談に開示
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請求者の個人情報が含まれる場合、その存否を回答することは、

本来不開示とされるべき、当該第三者が各相談をしたかどうか

について情報を開示することとなる。  

したがって、本件開示請求においても、条例第１８条の規定

に基づき、審査請求人の母親の相談記録について、審査請求人

のした開示請求に対し、その存否を明らかにすることなく拒否

した実施機関の判断は相当である。  

(2) 実施機関の主張について  

実施機関は、本件対象個人情報の存否を答えることにより、

条例第１５条第８号に規定する情報を開示することとなるとし

て、条例第１８条の規定に基づき存否応答拒否を行っていると

ころ、同号は、開示請求をした本人の個人情報であっても、そ

れが市又は国、独立行政法人等、他の地方公共団体若しくは地

方独立行政法人が行う事務又は事業に関するものである場合に、

当該事務又は事業の適正な遂行と、本人の開示請求権とを調整

することを目的とした規定と解され、開示請求者が第三者の権

利利益に関する個人情報について開示を求めた場合については、

条例第１５条第２号においてその調整が図られているものとい

うべきであるから、本件開示請求については同号の規定の適用

によるべきである。  

(3) 審査請求人の主張について  

審査請求人は、実施機関の主張する不開示理由が情報公開法

第５条に違反しているとする。しかしながら、同条は、国の

「行政機関の長」に対する開示義務を規定したものであって、

情報公開法第２５条からも明らかなとおり、情報公開法第５条

が実施機関について適用される規定ではないことから、審査請

求人の情報公開法違反の主張に理由はない。  

また、本件処分は、審査請求人は憲法第２５条及び第２６条

により保障される審査請求人の権利を侵害するものであるとの

主張をしている。 

しかしながら、この点に関する審査請求人の主張は、権利の

具体的内容及び侵害の具体的態様が明らかになっておらず、ま

た、本件処分の違法性を根拠付けることとなる理由も明らかで

ないことから、採用の限りでない。  
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 ５ 移転経緯情報の存否応答拒否情報該当性について  

(1) 審査会による調査によれば、上記２の相談業務について、子

育て支援課は、いずれも相談記録と対応記録とを一体の記録と

して作成、保管しているところ、移転経緯情報を含む対応記録

に先行する形で相談記録が作成されており、対応記録の存否に

ついての応答によって、相談記録の存否が明らかになる関係に

ある。上記４に述べたとおり、子育て支援課の保有する相談記

録は存否応答拒否情報と解されるところ、これに引き続いて作

成される対応記録について存否の応答をすることとすれば、相

談記録について存否応答拒否をした意味そのものがなくなるこ

とになる。したがって、移転経緯情報を含む対応記録そのもの

についても、相談記録と同様に、その存否を明らかにすること

により、条例第１５条第２号柱書に規定する開示請求者以外の

個人に関する情報であって、特定の個人を識別することができ

るものが開示されることとなるものとして、存否応答拒否情報

に該当するものというべきである。  

(2) 審査請求人の主張について  

審査請求人は、本件開示請求による情報開示を受けることが

できなければ、審査請求人が居所を移転した経過及び実施機関

の関与の態様等が適正なものであったかどうかの検証が、審査

請求人においてできないとして、実施機関の保有する本件対象

個人情報が審査請求人に関するものである以上、その開示を認

めるべきであるとする。  

しかしながら、審査請求人に関する個人情報が含まれる場合

であっても、そこに第三者の保護すべき権利利益が一体として

含まれ、かつ両者が不可分の関係にある場合には、当該情報を

不開示とした場合であっても当該情報を開示したことになる情

報については、これを存否応答拒否情報とすることができるも

のというべきである。  

６ まとめ 

以上のとおり、相談記録及び移転経緯情報を含む対応記録の存

否について答えることは、条例第１５条第２号に規定する不開示

情報である本件対象個人情報を開示することとなる。したがって、

結果として条例第１８条の規定に基づいて本件開示請求を拒否し

た実施機関の決定は、妥当である。  
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よって、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

第６ 調査審議の経過 

   審査会は、本件諮問事案について、次のとおり調査審議を行っ

た。 

年 月 日 調査審議の経過 

平成２９年１１月２２日  実施機関から諮問書を受理  

平成２９年１１月２７日  実施機関から意見書及び資料を受理  

平成２９年１２月１８日  第１回 

 ・実施機関の補充説明聴取  

 ・審査請求人の意見陳述聴取  

 ・審議 

平成３０年２月１日  審査会が指名する委員による実施機  

関に対する対応記録等の調査  

 

   印西市情報公開・個人情報保護審査会委員  

職   名 氏   名 

会  長 伊 藤 義 文 

会長職務代理者 土 肥 紳 一 

委  員 武 田 好 子 

委  員 大 杉 洋 平 

委  員 柳 橋 幸 雄 

 

 


